
クールジャパン機構の
取組について

平成２７年１０月１１日

クールジャパン機構
（株式会社海外需要開拓支援機構）





メディア・ネット空間型の流通拠点

テレビ放映・
配信等

＋
グッズ等販売

○我が国の魅力ある食、コンテンツ、ファッション、ライフスタイル、地域産品等の「財・
サービス」の海外展開を支援し、日本企業が付加価値に見合う海外ビジネスを展開
する地盤を整える。

○このため、機構は民間投資の「呼び水」としてリスクマネーを供給し、海外需要獲得
の基盤となる「プラットフォーム（拠点）」や「サプライチェーン（流通網）」の整備とともに、
「地域企業の支援」を３つの柱として、投資を進めている。

機構の活動方針

①プラットフォーム
整備型事業

②サプライチェーン整備型事業

日本の魅力ある商品・サービスが、世界戦を勝ち抜き、ブランド
を創出し、市場での地位を獲得するための販売プラットフォーム
を構築。

左記①、②と
のタイアップ等
により、地域の
魅力を世界へ
展開する。

川上から川下までの周辺産業が連携し、海外マーケットで日本の
高品質な製品・サービスを継続して提供できる流通の幹を構築。
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＜基本とする事業類型＞

③地域企業等支援型事業
“地域クール・ジャパン企業”応援

パティシエ・ケーキ店 ブライダルサービス

高岡銅器 日本酒

海外企業のM&A等による物流網等の機能取得

株式取得

販売ネットワークを
保有する現地企業

（例：小売チェーン等）

民間企業*
企業A、企業B・・

機構

※例えば、食品、
住宅・生活雑貨、
アパレル、トイレ
タリー等が考え
られる

物理的空間型の流通拠点（ジャパン・モールやフードコート）

© BAKUGAN PROJECT

日本のＴＶ番組・アニメ等のコンテンツ

©BAKUGAN PROJECT

放送
配信

商品
販売

玩具等食

衣
住

日本食レストランアパレルショップ インテリアショップ

コスメ

たこ焼 天丼 うどん

食
食

食
食

ラーメン

食材品質維持のための厨房機材

コンテンツ

サービス・観光インバウンドライフスタイル

ファッション

食

地域産品（伝統技術）



機構の事業スキーム
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政府出資
（財投特会 等）

民間出資

出資

出資

事業会社等

民間企業等

コンソーシア
ム各企業

出資
出資

・
・
・
・
・

出資金 ４０６億円
（総額１，０００億円の予算）

リスクマネー
供給機能

出資による支援と
ともに、事業・経営
支援等も一体的に
実施

○拠点となる空
間（物理的空
間／ メディア

空間）の整
備・確保

○M&A・合弁設

立等を含め
た海外需要
の獲得・拡大

○潜在力ある
意欲的な地
域企業の海
外展開

○海外展開を
間接的にサ
ポートする事
業

実施事業の例［クールジャパン機構］

現在 ３００億円

１０６億円

※存続期間：20年以内
（平成25年11月設立）

○アサツー ディ・ケイ ○ANAホールディングス

○エイチ・ツー・オー リテイリング

○大垣共立銀行、 ○ジェイティービー

○J.フロント リテイリング

○商工組合中央金庫 ○大日本印刷

○太陽生命保険、 ○大和証券ｸﾞﾙｰﾌﾟ本社

○髙島屋 ○電通

○凸版印刷 ○博報堂DYグループ

○パソナグループ

○バンダイナムコホールディングス

○フジ・メディア・ ホールディングス

○みずほ銀行、 ○三井住友銀行

○三井住友信託銀行

○三越伊勢丹ホールディングス

○ＬＩＸＩＬグループ

（平成26年度繰越予算）
財投特会２００億円

（平成27年度予算）
財投特会１００億円
政府保証３１０億円

［今後の資金枠］
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メディア・コンテンツ関連

ライフスタイル関連（物販プラットフォーム）

食・サービス関連

6件:159億円

2件:121億円

４件: 39億円

機構からの総投資
1２件：約３１8億円

①海外向けジャパンコンテンツ関連ネット販売 15億円
②ジャパンチャンネル 44億円
③エンタテインメント番組制作 10億円
④正規版アニメ関連ネット販売 10億円
⑤ジャパンコンテンツローカライズ・販路拡大 75億円
⑥クリエイター人材育成スクール 4.5億円

・ジャパンモール事業
⑦ジャパンモール（マレーシア） 10.7億円
⑧ジャパンモール（中国） 110億円

・日本食関連事業
⑨日本食材コールドチェーン 9.26億円
⑩日本食フードタウン 7億円
⑪外食産業･日本食材の海外展開基盤 7億円､融資13億円
⑫日本茶カフェによる九州産品海外展開事業 2.6億円

機構からの投資規模（全１２件）



Tokyo Otaku
Mode

全世界
（米国・
ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ等）

海外に向けて日本のマン
ガ・アニメ等のポップカル
チャーの魅力を発信する
メディア・ＥＣ事業

１５億円 地域・中小企
業やクリエイ
ター等の商
品・サービス
の海外展開の
プラットフォー
ムの構築

ベンチャー

ｺﾝﾃﾝﾂ型
ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ

メディア・
コンテンツ

④正規版アニメ
関連ネット販売

アジア
（台湾・
タイ等）

全世界

アニメコンソーシアム
ジャパン

１０億円

MCIP
ホールディングス

１０億円

正規版日本アニメのサイ
マル配信を多言語で行う
動画配信・ＥＣ事業

③エンタテイン
メント

アジア各国向けＴＶ番組で
日本を発信し、イベントや
地域物販等を展開

（総事業費 ５０億円）

（総事業費 ２０億円）

WAKUWAKU
JAPAN

②ジャパン
チャンネル

世界２２カ国に日本コンテ
ンツの有料放送チャンネ
ルを展開し、地域物販や
インバウンドを促進

インド
ネシア

衣 食 住 コ

衣 食 住 コ

コ

日本アニメ産業の海
外展開でアニメータ
の活躍の場を拡大

⑤ジャパン
コンテンツの
ローカライズ 全世界

SDI Media
Group, Inc.

７５億円

８０言語以上に対応した
日本のコンテンツの世界
発信のためのローカライ
ズの基幹インフラを獲得

（総事業費 １９０億円）

コ

コンテンツの
海外展開の
ためのサプ
ライチェーン
や人材基盤
の整備

類型 内容 概要対象国 実施企業
（機構の出資枠（注））

クールジャパン機構の投資決定案件①

４４億円

（総事業費 １１０億円）

全世界

KADOKAWA
Contents Academy

４．５億円

⑥クリエイター
人材育成
スクール

世界１２の国・地域で日
本コンテンツの海外展開
を支える高度なクリエイ
ター人材を育成

（総事業費 １０億円）

コ

（注）外貨による出資の場合、機構の出資枠は為替変動分を考慮し、計上している。 4

衣 食 住 コ

①海外向け
ジャパンコンテンツ

関連ネット販売



食材ｻﾌﾟﾗｲ
ﾁｪｰﾝ／
外食型

ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ

類型 内容 実施企業
（機構の出資枠（注））

概要対象国

⑩日本食
フードタウン

Japan Food Town
Developmentシンガ

ポール

地域外食ベンチャー
等を集約し「集客力」
「クオリティ」等で差別
化

食・
サービス

出店ハードルの高い欧米豪の主要都
市で、ラーメンダイニング形式の店舗
展開を通じ、現地製造具材や日本酒・
焼酎等の食の流通網を構築

力の源HD
７億円

融資枠１３億円

欧米豪

⑪外食産業・
日本食材の
海外展開基盤

７億円

⑨日本食材
コールド
チェーン

ベトナム
（ホーチミン）

東南アジアで日本食材流通の基盤
となるコールドチェーンを構築（高
性能冷凍冷蔵倉庫を整備）

CLK Cold Storage
Company Limited

９．２６億円

（総事業費 １５億円）

（総事業費 １０億円）

クールジャパン機構の投資決定案件②

食

食

食

日本食普
及と日本
食材の流
通支援

⑦ジャパン
モール

ICJ Department
Store(Malaysia)マレーシア

（クアラルン
プール）

⑧ジャパン
モール

寧波阪急商業
有限公司中国

（寧波市）

ＡＳＥＡＮ初の全館クールジャ
パンの「ショーケース」を構築
し、日本の最先端のライフス
タイルを発信

中国のｱｯﾊﾟｰﾐﾄﾞﾙ層に向け、
地方有力都市で、過去最
大級の規模の先駆的百貨
店モデルを構築１１０億円

１０．７億円

ｼｮｰｹｰｽ型
ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ

ライフ
スタイル

（総事業費 ５１０億円）

（総事業費 ２０億円）
衣 食 住 コ

衣 食 住 コ

米国

GREEN TEA
WORLD USA, Inc.

２．６億円

⑫日本茶カフェ
による九州産
品の海外展開

米国の健康志向を
狙い日本茶カフェ
を展開し､地域産品
の販売網を構築

（総事業費 ５．２億円）

衣 食 住 コ

地域商材の
海外展開を
支援

日本食文化
を梃子に地
域産品を海
外展開 5

©Japan Food Town Development Pte. Ltd.

（注）外貨による出資の場合、機構の出資枠は為替変動分を考慮し、計上している。
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地域企業の海外展開支援モデル

フロント
ランナー

支援モデル

～地域の強みを前面に出して、事業を成し遂げる～

○オンリーワンの技術やノウハウなどの強みを持つ地域企業が、率先
してリスクをとり海外需要の開拓に取り組むモデル

【投資事例】外食産業･日本食材の海外展開基盤事業（力の源HD）

地域
コンソーシアム

構築モデル

～１社では難しくても、まとまって事業を成し遂げる～

○単独では海外進出が難しい地域企業が、地域内でまとまって海外
展開を目指すモデル

【投資事例】日本茶カフェによる九州産品海外展開事業（マエタク他）

プラットフォーム
活用モデル

～機構のプラットフォームを活用して、事業を成し遂げる～

○クールジャパン機構が整備する販売プラットフォームを活用して海外
進出するモデル

【投資事例】ジャパンチャンネル、 ジャパンモール、日本食フードタウン他

【類型１】

【類型２】

【類型３】



 米国で日本茶ビジネスの実績があるＭＡＥＤＡ-ＥＮ ＵＳＡの親会社（㈱マエタク）と長崎県の企業が
中心となり地域コンソーシアムを組成。

 米国で「日本茶カフェ」を展開し、長崎県の波佐見焼等の茶器の活用やサイドメニューとしてのお菓
子の展開、更には地域産品のお皿や雑貨を提供するなど、長崎県をはじめとする地域名品の販売
プラットフォームを構築。

 米国のお茶ブームを活用して、「日本のライフスタイル」を提案する地方創生モデルを構築する。

類型１：日本茶カフェによる九州産品の海外展開（米国）

概要・意義

新会社

「GREEN
TEA

WORLD
USA, Inc.」⻑崎県の

企業群※

グリーンティー

ワールド

ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ㈱

CJ機構

事
業
実
施

約２．６億円
（５０．１％）

事業内容

【対象国】米国

米国法人

①日本茶カフェの展開

②長崎県等の地域産品を日本茶カフェの店舗で展開

食

（食・サービス分野）

※マエタク（日本茶の輸出事業）、長崎県貿易公社（長崎県産商品の輸入輸
出業務）、文明堂総本店（カステラ製造販売）、メモリード（ホテル・レストラ
ン経営）、タケノ（飲食店経営）、十八銀行、白山陶器等の企業１２社と数
名の個人が参加。

約２．６億円
（４９．９％）

総事業規模約５．２億円
消費市場が１兆円に達する米国のお茶ブームを活用し、健康志向で
消費量が急増（年間５％増）する緑茶市場に日本茶を発信。

▲GREEN TEA WORLD USA, Inc. のロゴと商品イメージ（ロゴ・写真提供：同社）

・煎茶 ・ほうじ茶
・抹茶エスプレッソ
・キャラメルほうじラテ
・ｽﾊﾟｰｸﾘﾝｸﾞｸﾞﾘｰﾝﾃｨ

等

店舗で使用する波佐見焼のイメージ
（写真提供：白山陶器株式会社）

店舗で提供
するお菓子
の一例「カ
ステラ巻」

（写真提供：
文明堂総
本店）

…２０１５年中を目途にカリフォルニアに１号店を出店し、
今後１０年間で米国で５０店舗の展開を目指す。

地方創生モデル（「地域発世界に」）
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 欧州・北米等では、日本食レストランの多くが非日本人経営であるため、欧米での日本酒等の普及
及び調達困難な日系食材の提供による日系外食産業による海外展開の基盤整備を行う。

 具体的には、力の源ＨＤの外食店（一風堂）の主要都市における出店を促し、①日本酒の海外展開
に取り組む団体等と協力し、日本酒・焼酎等の販売を行うほか、②現地の法規制等により日本から
の調達が難しい食材の製造や日系レストラン等への販売事業等を行い、日本酒等の食品や日系外
食産業の海外展開のプラットフォームの機能を担う。

類型２：外食産業・日本食材の海外展開基盤（欧米豪）（食・サービス分野）

概要・意義

⼒の源ＨＤ

⺠間企業群

CJ機構

事
業
実
施

出資

事業内容
【対象国】欧米豪

8

必要に応じ
最⼤13億円
の融資

出資７億円

海外展開
資金に

のみ使用

日本酒等の日本食関係団体

酒イベント等
の⽇本⾷の発信協⼒

LA,パリ,シドニー等主
要都市に一風堂を展開。
ラーメンダイニングの
⾼い発進⼒を活用しつ
つ、日本酒等の関係団
体との連携を模索し、
数多くの銘柄の⽇本酒
や焼酎等の販売等を狙
う。

①欧米豪への外食店舗展開を通じた日本食ダイニングの発信

豚骨スープなど、法規制等により日本からの調達困難
な⾷材を製造し、⽇系外⾷等企業に供給

②各地域工場（セントラルキッチン）からの食材供給

酒造メーカー等

食



類型３：ジャパンチャンネル整備事業（メディア・コンテンツ分野） 衣 食 住 コ

 海外向け有料放送チャンネル「ＷＡＫＵＷＡＫＵ ＪＡＰＡＮ」（衛星・ケーブルTVで視聴可能）を通じて
日本の放送コンテンツ（アニメ、ドラマ、スポーツ、音楽、映画等）を２４時間３６５日、現地語で放送。

 ２０２０年度までに世界２２カ国、視聴可能世帯数４,１００万世帯（約１.５億人以上）へ拡大予定（現
在の視聴可能国 : インドネシア、ミャンマー）。

 番組放送を通じ、①地方局制作番組による地域・中小企業などのＰＲ・物販、②日本への観光ＰＲ
等の機会を提供することで、多方面への波及効果を狙う。併せて、日本のコンテンツ輸出を増加さ
せ、コンテンツを活用した企業間連携が次々と生まれる好循環を創出。

概要・意義

事業内容

進出済国
（開始時）

２０２０年まで

インドネシア

ミャンマー

アジアを拡充し、
欧米等へも展開

２２カ国/４,１００万世帯以上

CJ機構
（４０％）

スカパー
JSAT※

（６０％）

事業総額１１０億円程度

事業承継

新
設
会
社

４４億円
出資

WAKU
WAKU
JAPAN
株式会社

9「Music Japan TV 」©ATOSS INTERNATIONAL

WAKUWAKU JAPAN は、スカパーJSATによる

日本コンテンツを２４時間、現地語で届ける
チャンネル。２０１４年２月に開局し、

現在インドネシア、ミャンマーで放送中

拡
大

６６億円
出資

放送番組例

「四季折々」日本の食・文化・名所・伝統技術を放送

「Jリーグ中継・エキシビジョンマッチ」
©J.League Photos

※ 同社は伊藤忠フジ・パートナーズ、NTTコミュニケーションズ、住友商事、日本テレビ放送網、東京放送
ホールディングス等を株主にもつ㈱スカパーJSATホールディングスの１００％子会社



類型３：ジャパンモール（マレーシア：クアラルンプール）（ファッション・ライフスタイル分野）

新会社

その他運転資金
3億円借入予定

ＣＪ
機構

事
業
実
施Isetan

of
Japan※２

※１：金額は上限額であり、為替の影響等により変動がある。
※２：三越伊勢丹HDのマレーシア現地子会社

総事業規模２０億円程度

 クアラルンプール最大の繁華街で、三越伊勢丹の既存拠点（約１万㎡）をＡＳＥＡＮ初の全館クール
ジャパン仕様に刷新。

※海外における一般的な日系百貨店の日本商材の比率は５～１０％程度

 ショールームや体験スペース等を通して、ファッションから食、美容、健康まで日本の最先端のライ
フスタイルを発信。地域・中小企業の海外展開の足がかりとする。

概要・意義

１０．７億円※１

出資(49%)

事業内容

【再構築後】

全館クールジャパンの挑戦

☆ 体験型施設。ライフスタイルを実感し、購買につなぐ。

☆出店企業に対し、日本政策金融公庫の「海外展開資金（クールジャパン関連）」による融資や商工
組合中央金庫の「成長・創業支援プログラム」による融資等の活用を促し、地域企業を支援。

［約１万㎡］

【再構築前フロア】

4F

3F

2F

1F

GF

LG1
LG2

リビング、紳士
雑貨、文具、ラ
ゲージ

紳士服、紳士雑
貨、紳士肌着

ベビー・子供服、
ゴルフ用品

婦人服、婦人肌
着

婦人服飾雑貨、
化粧品

フードマーケット

【対象国】マレーシア

10

出資(51%)
「提供元：
三越伊勢丹」

衣 食 住 コ
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地域企業のグローバル支援ネットワーク（業務提携協定）

○日本企業の海外展開支援のため、クールジャパンに関わる関係機関と提携し、各国の規制情報

の収集や人的ネットワークの活用、各事業の川上から川下まで一気通貫での支援を実現する、

グローバル支援ネットワークを構築する。

【ＪＥＴＲＯ※】
（平成２６年３月１３日に業務提携）

【ＢＥＡＪ※】
（平成２６年３月２４日に業務提携）

①国内外における事務所を起点とする地
元密着型の広範なグローバルネット
ワーク

（海外事務所５６カ国７４事務所、国内事
務所 東京・大阪の本部のほか４０の地
方事務所）

②投資支援活動の中で蓄積された貿易投
資に関わる各国の規制情報やノウハウ、
投資事業者の紹介

→業務提携により、各国地域の規制情
報・市場情報を活用したグローバル
支援ネットワークを構築

①国内の全ての放送事業者等による
オールジャパンのネットワーク（地上
放送６社、衛星放送２社のほか、日
本音楽事業者協会等の権利者団体
及び商社や広告会社等の関係業界
が参画）

②放送コンテンツ（番組等）の海外展開
の促進に向けた広範な実証事業の
展開

→業務提携により、放送コンテンツを
中心に制作・発信・物販の一気通
貫の支援体制を構築

①国内外における日本のインバウ
ンド政策の要（１４の海外事務
所）

②国をあげたVisit Japan事業として、
国内外でイベントやプロモーショ
ンを展開し、訪日支援策の幅広
い実績とネットワーク

（海外の旅行博覧会等３０箇所））

→業務提携により、イベント・プロ
モーションと出資事業との相乗
効果を発揮

※独立行政法人日本貿易振興機構 ※一般社団法人放送コンテンツ海外展開促進機構

【日本政府観光局※】
（平成２６年９月５日に業務提携）

～地域の自治体や経済団体～

※独立行政法人国際観光振興機構（ＪＮＴＯ）

→地域との連携を加速し、「地域から世界へ」を実践するクールジャパン企業の支援体制を抜本的に強化

①アジアへのゲートウェイとして地域企業の国際展
開を支えてきた実績

②特に農作物の集中的な展開（産直市場構想等）

【九州経済連合会】
（平成２６年１０月８日に業務提携）

【北海道】
（平成２７年１月２８日に業務提携）

①アジアを魅了する多様な地域資源
②地元経済界・北海道等のクールHOKKAIDOネット

ワークの取組

地域から世界へ！



（１）観光・インバウンド事業の抜本的強化
大歩危・祖谷などの豊かな自然や阿波おどりなど地域文化の魅力を

活かし、体験型をはじめとした多彩な地域観光の促進。
地元でロケを行う映画や旅番組などのコンテンツや、イベント等と

の連携を通じた、更なる誘客の仕組みの構築。
「せとうち・海の道」や「スピリチュアルな島～四国遍路～」など

の広域観光周遊ルートの形成による、瀬戸内・四国地域をあげたイ
ンバウンド需要の喚起。

（２）食品・伝統工芸品のグローバル展開

日本酒やすだち等の地域を代表する食品・食材や、伝統工芸品の海
外販路拡大促進のためのプラットフォーム整備。

12

今後期待される案件のイメージ

○「阿波とくしま」の魅力を繋ぎ併せて、訪日外国人観光客が繰り返し楽しめる観光・

インバウンドの基盤を整えるとともに、地域の商材を海外に継続的に繋げていく。



連絡先等

クールジャパン機構
投資連携・促進グループ
TEL : ０３-６４０６-７６７５
（http://www.cj-fund.co.jp/）

受付時間 : 平日９時～１８時
(祝祭日・年末年始を除く)

プロジェクトのご提案やご質問等は下記までご連絡下さい。
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